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最近における内水被害の分析とその防止対策に関する研究
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　AbstIact

　　　　Theエatio　of　in1and　wateエdamage　to　tota1nood　damage　is　inc正easing．The　in－

1and　wate正he正e　descエibed　is　defined　as　inundation　at　theエesidentia1side　of　an　embank－

ment，caused　by1oca1heavyエainfau　in　the　residentia1aエea，but　not　induced　by　rain－

fa11at　the　uppef　basin．

　　　　The　Iesidentia1side　of　an　embankment　can　be　effective1y　used　for　not　o汕シhous－

ing　but　a1so　industエies　and　tmnspoエtation．In1and　wateエconsequent1y　has　had　a即eat

㎞nuence　upon　the　nationa1economy．For　thisエeason，ways　ofエeducing　in1and　wateエ

damage　a正e　u正gent1y正equired．

　　　　I・thi・p・p・・，th…th・工p正・・㎝t・imp・工t・・t・m1y・・…d・t・di・・b…d㎝p・st

エecords　of　f1ood　damage，geomorpho1ogica1c1assification　maps，etc．foエestab1ishment

of　supeエior　preventive　measuIes　ag早inst　inland　wateエ．A　summaエy　is　as　fouows：

　　　　（1）　Statistics　show　that　in1and　wate正damage　has　increased　inエe㏄nt　yeaエs．

　　　　（2）　The　mo正e・f爬quent　inundations肛e　obseエved　in　mo正e　dense1y－popu1ated

a工eaS．

　　　　（3）　　Aエeas　imndated　by　in1and　wateエincエease　with　the　increase㎞エesidentia1

al＝CaS1

　　　　（4）　The　land　whe正e　h1and　water　damage　can　easi1y　occuエcan　be　foしmd　by

checking　the　geomo正pho1ogica1c1assification　maps　using㎝iteエia　discussed　iIl　other

chaptel＝s．

　　　　（5）　The　safety　of　the1and　can　be　confiエmed　by　hyd正au1ic　computation．

　　　　As　a　conc1usion　it　is　proposed　that　land　use　shou1d　beエegu1ated　by　the　ana1yses

and　studies　mentioned　above，especia11y　with　consideration　of　fIequency　of　in1and

Water　OCCunenCe．

はじめ1二

　　水害に対する防止対策は，古代から多くの先人によって考究されまた実施されてきた．し

かし，水害そのものも時代によってその様相が著しく変ってきている．故に，その防止対策

も時代によって変ってくるはずである．今回の調査は，近年の水害を統計資料によって整理

＊第1研究部風水害防災研究室（現在， 建設省関東地方建設局）
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・分析し，現在の水害の現われ方の経年的・地域的な差及び水害の発生と雨量・地形・土地

利用形態などとの関係を明らかにし，その結果を今後のより適切な水害防止対策の確立に役

立てるために実施したものである．

1．近年における水害の現れ方

　水害と一口でいうが理解のためその形態別に，内水被害・破堤などによる被害に分けられ

る．そのなかで，一般資産等（“水害統計”による分類）でみた場合には，近年では図ユで示

されるように内水被害が全水害に占める金額の割合が50％近くにもなってきている．そこで，

今回の調査では，まず内水被害の近年における現れ方の推移及びその発生原因について調査

・分析を行なった．

　内水被害といっても幾つかの異なった発生過程が考えられる．すなわち，堤防の破堤など

による大水害が治水工事の進捗によって減少したため内水被害が近年問題とされるようにな

ってきたのか？反対に，築堤などにより堤内地が後背湿地化したのか？あるいは，内水被害

を受けやすい場所にまで宅地などが進出したために，同じ程度の降雨量に対して被害をうけ

る資産が増加してきたのか？などが主な過程として考えられる、さらに内水被害の発生は，

土地利用形態とも関係があるのではないかと考えられるので，これらの点と内水被害との関

係についても調査することにした．

　過去において，内水被害に見舞われた経験のあるそれぞれの地域では，被害の発生原因な

どについての調査・解析が行なわれているところが多い．しかし，それらは多くの場合，特

定の地域を対象にした調査であるのに対して，今回の調査では，全国的にみた内水被害の現

れ方などを調査・分析した．

　　　　　　　　1・’J

　　　一内水

＼、　　■■1■鵬．鰍

　　　　　　　　　（年〕

図1　内水被害の全水害に対する割合の経年変化（一般資産等）

2．近年における内水災害の現れ方

2．1　調査の概要

　内水被害の発生原因として，雨量の多寡（あるいは強弱）が影響していることは当然とし

て，それ以外の原因についても調べる必要がある．仮に，雨量の多寡のみが原因で内水被害
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が発生しているのだとすれば，その防止対策は雨量についてのみ考慮した対策を行なえばよ

いことになる、また，雨量以外にも原因があるとすれば，それが何であるかを明らかにし，

その原因も含めた防止対策が必要となる．これらのことを調べるために，以下のような調査

を実施した．

　まず，水害の発生箇所・年月日などを調査する基礎資料としては，建設省発行のm水害統

計”昭和42年版（昭和43年12月発行）～52年版（昭和54年3月発行）を使用した．この資料

は，全国にわたって水害の資料が収集・整理されているために，水害の資料としては現在最

もよくまとまっているもののひとつである．

1　近年の内水波害の分折

資 。全国的にみた経年的な変化の分折

料
。地域的な差の分折

収

集
○雨最との閑係についての整理

2、内水波害と地形との1関係調査

⇒で㌻1篶（舳〕）r

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○ケース・スタティ
　　　　　　　　　　○　内水常襲地域川1川11　　　　　　　⇒　　o内水常理地域内におけろ氾濫域の凋命

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○内氷常襲地域の地肝；■、喝汽

　　　　　　　　　　　　図2　内水被害防止対策のための調査フロー

　内水被害の分析は，図2にみられるような手順によった．このうち，内水被害と地形との

関係調査内容は，3章で述べることにし，この章では，内水被害の全国的な傾向を分析し内

水被害の原因がどこにあるかを推定するものとした．

　全国的な内水被害の傾向の分析は，次のような観点から実施した．①内水の被害の現れ方

は，経年的にどのように変化してきたのか？②地域によっては，どのような違いがあるのか

？③原因は，雨量の多寡（あるいは，強弱）のみであるのか？

　その調査方法と結果を2．2～2．3において述べるものとする．

2．2　調査の方法と結果

　内水被害の経年的変化・地域的変化を調べるための対象期問は，昭和42年～52年までを調

査対象とした．調査対象期問を昭和42年からとしたのは，基礎資料において内水被害箇所の

整理が比較的詳しく行なわれている年からを選んだためである．

　全国的な統計では，沖縄県には昭和46年以前の資料が無いために沖縄県を除き，他の都道

府県を対象とした．さらに，地域的な差を調査する方法としては，人口の密集している地域

（東京都・埼玉県）と人口の過疎の地域（岩手県・島根県・高知県）を選び両方の地域の差

を比較する方法とした。なお，人口過疎地域は，昭和54年の自治育の人口調査から人口密度

の低い県を3県選んだ．

　雨量に関する整理も含めて，実際に実施した調査内容は以下のとおりである．

（1〕内水被害箇所数の経年変化（全国・東京都・埼玉県・岩手県・島根県・高知県）　（図4）．
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（2）雨量規模別発生頻度（東京都・埼玉県・岩手県・島根県・高知県）　（図5）．

（3）雨量規模と内水被害箇所数（東京都・埼玉県・岩手県・島根県・高知県）　（図6）．

（4）雨量規模別の内水被害の発生回数の割合（東京都・埼玉県・岩手県・島根県・高知県）

　（図7）．

（5）雨量規模別の内水被害の発生箇所数の割合（東京都・埼玉県・岩手県・島根県・高知県）

　（図8）．

（6）水系別内水被害発生時最低日雨量（東京都・埼玉県・岩手県・島根県・高知県）（図9）．

（7）内水被害時の時問雨量分布（一部）　（図10）．

　上記の（1ト（7〕において1〕内は，調査を実施した都県名で全国とあるのは全国的な調査を実

施したものである．

　（1ト（7）までの整理のパラメータとして採用した各項目の定義を述べることにする．

・雨量規模：災害時における雨量は，内水被害を受けた場所に最も近い雨量観測所（気象庁）

　の日雨量を採用した．そして，その雨量を多寡によってランク分けした．このランク分け

　された後の雨量の大きさとした．

・内水被害の発生回数：調査期間内に調査対象地域で発生した内水被害の回数であり，内水

　被害をもたらした雨量の発生回数と同じにした．

・内水被害の発生箇所数：調査対象期間内に調査対象地域で内水被害を受けた箇所数であり，

　被害の発生回数との違いは，1回の雨量で複数の場所が被害を受けた場合に，発生回数は

　1回と数えるのに対して箇所数は複数と数える．

　上記の項目において，内水被害の発生箇所数は経年的な変化や地域的な差を表わすのに比

較的分りやすいものである　しかしながら，この項目雌所数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1000は被害の規模に関係のないもの（例えば，氾濫面積が

1haの被害でも100haの被害でも箇所数としては1

カ所として集計される）であることを考慮しておく必

要がある．注意を要する例を述べると，ある大きさのr。。　　　．生壬

雨量が降ると内水被害は小さな面積で点在するので被
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■犯
害箇所数としては比較的数が多くなる．ところが，雨　　　　　．工日

量がより多くなると氾濫面積が大きくなり，点在して　　　　　　　　．…1

いた被害箇所が連続するために被害箇所数としては減

少してしまう．特に，著しく大きな雨量がありそのた　　　　　　　　　　．．印の添字は年

めに大災害となったような場合には，当然のことなが

ら被害箇所当りの氾濫面積は大きくなる．そこで，こ　　　　　　1・・　（醐〕・㎝　　　・・。

のことが今回の調査結果に影響するほどの大きな問題　図3　内水被害箇所1ヵ所当りの平均

かどうかを調べておく必要がある．図3は，経年的・　　　　氾濫面積
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地域的に内水被害ユカ所当りの平均氾濫面積を示したものである．仮に，前述のような問題

点が今回の調査結果に大きく影響していたとすれば，被害箇所数が多くなると被害箇所ユカ

所当りの氾濫面積は小さくなり，図3においてプロットされた点が右下りに並ぷはずである．

ところが，図3では著しい右下りの傾向を示していない．故に，被害箇所数の増加に対する

被害箇所ユカ所当りの変化は，今回の調査結果に大きな影響を与えないと考えた．

2．2．1　内水被害発生箇所数の経年的変化

　図4は，調査対象期間11年間の被害箇所数の変化を示したものである．図4から次のよう

なことが分る．全国的な傾向として，昭和46年ご

ろから内水の被害箇所数が大きく増加の傾向にあ

る．さらに，地域的にみた経年的な差について調

べてみると東京都・埼玉県においても，全国の場

合と同様の傾向がみられる．しかしながら，人口

　　（箇所敏）
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図4（a）　内水被害の発生箇所数の経年変化
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（箇所敏）

（o所ユ〕
lO口

（o所は〕

”　　　　　　　　　　　　］日

　　‘！　O　“　工≡　ム6　〃　蝸　筥　…O　≡1　≡2　　　工2　0　“　帖　“　”　咄　岬　50　51　百ヨ

　　　　　　　　1年1　　　　　　　　㈲　　　　　　　　　　（年）
　　　図4（d）（岩手県）　　　　図4（e）　（島根県）　　　　　図4（f）（高知県）

過疎地域の他の県においては経年的な差はあまりみられない．

　図4は，雨量やその他の要因との関係について考えていないために，2．2．2以下の調査結

果と合わせて調べる必要がある．

2．2．2　雨量規模別発生頻度

　内水被害と雨量との関係について調べるために，雨量に関しては雨量規模別（雨量の多寡）

の発生頻度日数を用いることにした．

　雨量規模別発生頻度図の作図は，以下の方法によった．

①雨量規模の定義によって述べた方法により，資料収集の対象となる雨量観測所を選出し

　た（表1）．

　　　　　　　　　　　　表1　調査に使用した雨量観測所一覧表

都県名 雨　　　量　　　観　　　測　　　所　　　名

東京都 砂町・東京・村山・八王子・青梅・日野・羽田・府中・新宿・金町・吉祥寺
世田谷・芝浦・町田・新砂・西ケ原・中新井

埼玉県 浦和・入間川・松山・越谷・鴻巣・飯能・川越・浦山・名栗・鶴ケ島・小鹿
野・槻川・秩父・大宮・神泉・羽生・本庄・久喜・栗橋

岩手県 花巻・北上・千厩・一関・花泉・盛岡・紫波．・横川目・沢内・遠野・宮古・
岩泉・普代・西釜石・久慈・大船渡・犬迫・矢作

島根県 豊田・美都・瑞穂・江津・口羽・矢上・巴智・平田・松江・出雲．・安来・犬
東・広瀬・横田・三刀屋・仁多・六目市・浜田・大田・佐田・仁摩・福光・・旭

高知県 高知・大篠・天坪（繁藤）　・須崎・伊野・佐川・越知・安芸・宿毛・江川崎
富山・窪川・東津野・樗原・室戸崎・野根・本｝・田野

※　雨量観測所はすべて気象庁所管のものである。

②日雨量をその大きさによって四つのランク（20mm以下，21mm～50mm，51mm～

　工00mm，ユ01mm以上）に分け，調査に使用した全雨量観測所についてランク別の日雨

　量の発生頻度を調べた．

③②で調べた日雨量のランク別発生頻度の値を各都県別に合計した．

④　各都県において，使用した雨量観測所の数が異なるので，経年的・地域的なバラツキの
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回■雨■倶測所致
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図5　雨量規模別発生頻度図

　　　　　　　　　　o　o1　　　　　　　　　　　　42　　エヨ　　壬’　　‘…　　工6　　＾7　　工8　　ム9　　ヨ0　　51　　5三

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（年〕

　程度を各都県別に比較するには，③の値を規準化する必要があるので，③の合計値を各都

　県別の使用雨量観測所数で割った（図5）．

　図5は，調査の対象となる都県において，各都県内では年問に一様の雨量分布であると仮

定して，1年間に発生する日雨量を頻度別に示したもので経年的・地域的な雨量のバラツキ

を表そうとしたものである．図5によると，小さな雨量では経年別・地域別な差はあまりみ

られないが，雨量が大きくなると差ができ始める．経年別では，昭和48年に大きな雨量が少

なく，地域別では，高知県が全体的に雨量が多くなっている．

　この結果と2．2．1の図4と合わせて考えてみると，まず経年別の被害箇所数は，昭和46年

以降では昭和48年が最も少ないことと，高知県の被害箇所数が人口過疎地域のなかで最も多

いこと，などから雨量と内水被害箇所数はある程度の関係があることがうかがえる．しかし

ながら，昭和42年～45年まではある程度以上の雨量があったにもかかわらず比較的数が少な

いこと，高知県の被害箇所数よりも人口密集地域の方が雨量が少ないにもかかわらず被害箇

所数が多いこと，などを考えると雨量以外にも原因があることも推察される．

2．2．3　雨量規模と内水被害箇所の関係図

　図6は，内水被害発生箇所数との関係をより詳しく示そうとずるものであり，雨量が多い

年は被害箇所数も多いという仮定が成り立つかどうかを調べてみたものである．

　この調査において，雨量はその発生頻度と大きさを組み合せたもので表現した．その結果
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（o所α〕 （o所蟹〕 （8所は）

　　　■■印の添宇は年

。パ　　8　　　　　　　　　。。皆
■

　　　　　加㌦（鰍）］。。　　　　、、（鵡

図6（a）雨量規模と内水被害箇所　図6（b）　（東京都）

　　　　（点数による）　（東京都）　　・（5i　mm以上）

　　　　　・（全雨量）

　　　　　　　T　H（点敏〕

図6（c）　（東京都）

　　　　　・（21mm以上）

｛簑所ω

（箇所教）

l　O　O

　　　　　　　加㌧。〔轍〕伽　　　　H（鰍）m．　　　　　　　　r。。。。（鰍〕

図6（d）　（埼玉県）・（全雨量）　図6（e）　（埼玉県）　　　　　図6（f）　（埼玉県）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・（51mm以上）　　　　　　　　　　　・（21mm以上）

と内水被害の箇所数を対応させることにより雨量と内水被害箇所数との関係を調べた．以下，

作図のための手順を述べる．

　2．2．2の④で求めた各都県の雨量の値にランク別の係数を掛けた．すなわち，20mm以下

の雨量がユ回発生したらユ点，21mm～50mmなら1回につき5点，5ユmm～ユ00mmなら

1回につき10点，ユ01mm以上なら1回につき20点を各々に掛けて各年毎に合計点を計算す
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皆
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　ここで，r亙づ，ゴ　：づ県（都）におけるゴ年の合計点，へ，1～2014県（都）における

　　　　　20mm以下の日雨量の発生回数，へ21～50：づ県（都）における21mm～50

　　　　　mmの日雨量の発生回数，Fづ51～100：づ県（都）における51mm～ユ00mm

　　　　　の日雨量の発生回数，Fづ101：づ県（都）における101mm以上の発生回数

　これらの合計点の大きさで雨量の程度を表現するものとした．この値を横軸に取り被害箇

所数を縦軸にしたのが図6である．仮に，雨量が多くなるにしたがい被害箇所数が多くなる

とすると，図6は右上りの傾向を示すはずである．次に考えておかなければならないことは，あ

まり小さい雨量では内水被害は発生しないことである．この点の影響を調べておくことが必

要である．そこで，20mm以下の雨量を取り除いた図と5αmm以下の雨量を取り除いた図を

も示した．すなわち，1mmの雨量がユ00回あっても内水被害は発生しないが，100mmの

雨量が1回発生すると内水被害が起きる可能性がでてくる．ところが，図6で使用した雨量

程度の点数では両方とも100点として表現されてくるのでこの点を取り除こうとしたもので

ある．その結果，全雨量を使用した場合・20mm以下の雨量を取り除いた場合・50mm以下

の雨量を取り除いた場合とが一定の傾向を示しているかどうかを調査した．以下，その結果

について述べてみる．

　東京都・埼玉県では，図61a）～lflのいずれの図においても被害箇所数と点数の間に相関は

みられないが，他の3県では，図6（gト（o〕のいずれの図においても点数と被害箇所との間に

右上りの傾向がみられる．すなわち，図6カ）ら人口過疎地域では，内水被害箇所数が雨量に

大きく影響されているのに対し，人口密集地域では雨量以籠議畿　　　　　　　　　，

外の要因も大きいと思われる．すなわち，この項の最初で

仮定した雨量が多い年は被害箇所数も多いという仮定は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O．1
人口過疎地域ではある程度成り立つが，人口密集地域では

必ずしも成り立たない．

2．2．4　雨量頻度別の内水被害発生回数の割合　　　　　　　　　　　　　、，

　図7は，調査対象地域内のどこかの雨量観測所（今回の。・01　　　　　　〉

調査では都県単位）で，ある大きさの雨量が何回か発生し

た場合に，そのうち何回内水被害が発生するかを両者の比　　　　　　　　　　一全榊村

で調べたものである、作図は，以下の方法によった．　　　　　　　　　　　一一一一雨量観測所の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇一〇〇r　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ある市町村

　2．2．2における③の値をAとする．次に，Aのなかから

内水被害時のみの日雨量を取り出し，その雨量だけについ

てAの場合と同様の方法で合計する．その値を8とし，縦

軸にB／Aの値を取る．次に，10mm単位で雨量の発生頻。。・。l
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l020304050607080901001m〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日雨畳）度を都県別に求め，その値を横軸に取ってプロットしたの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図7（a）雨量規模と内水被害の発
が図7である．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生回数の割合（東京都）
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被書発生回数
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破害発生回敏

雨■莞生回籔

O．1

O．01

一全市町村　　　　　　　　　　　　　　0．O01

一一一一一一南量偏測所の

　　ある市町村

10　　20　　30　　｛0　　50　　60　70　　80　　90　　100　｛mm〕

　　　．　　（日雨号）

　図7（b）　（埼玉県）．

披富発生回数

0．OOOl

一　全市町村

一一＿＿＿雨■観測所の

　　ある市町村

l020　ヨO　ω一；O　OOフ080目O1OOlrnm｝
　　　　　（日雨i〕

図7（c）　（岩手県）

雨量発生回敏

O　l

被書発生回数

雨量発生回数

O．1

o，o　l O　O　l

　　　　　　lll1所の

へ　あ榊

全市町村

雨i饒測所の

ある市町村

O．0001
10　　20　　コO　　‘O　　言0　　60　70　　00　　90　100　｛π，n1〕

　　　　　（日雨■）

　図7（d）島根県

O．OOO一

l020ヨO工050607000901001而剛
　　　　　（目雨■）

　図7（e）　（高知県）

　図7を含む他の図においても，雨量を調査対象にした場合には，雨量資料の妥当性が問題

となる．すなわち，被害箇所の近くに雨量観測所がなくて，比較的離れた場所の雨量観測所

の資料を使ったような場合に，被害箇所に実際に降った雨量と調査に使用した雨量との差が

問題となる．そこで，被害箇所と雨量観測所とが同一の区・市町村である場合のみを抽出し
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た結果を図7に点線で示した．この点線と被害箇所全部を計算した結果（実線）を比較した

結果，両方の値がほぼ同様の傾向を示しているので，この調査では全被害箇所について調べ

るものとした．その結果について述べてみる．

　本来なら，図7は少しのバラツキはあっても線型の様相を示すはずであるが，プロットし

た点は傾向としては右上りであるが若干の凹凸がある．これは，整理した現象（雨量と被害

箇所）にこの程度のバラツキがあることを示している．次に述べる2，215の結果についても

同様であると考える．

　図7から，ある雨量観測所でユ00回にユ度内水被害をもたらすような雨量の大きさを調べ

てみると，東京都：30mm～40mm；埼玉県：50mm～60mm；岩手県：50mm～60mm；

島根県：70mm～80mm；高知県：90mm～100mmとなっていて地域による差があり，東

京都が最も小さい雨量で内水被害を受けている．傾向としては，人口密集地域の方が小さい

雨量で内水被害を生じている．

2．2．5　雨量頻度別の内水被害箇所数の割合

　図8は，2．2．4と同様の目的で作図したものであるが，内水被害の発生回数のかわりに被

害箇所数で調べてみたものである．作図は，横軸は図7と同様であるが，縦軸は内水被害箇

所数を2．2．2の③の値で割った値を取った．すなわち，調査対象地域においてある大きさの

雨量が発生した場合何カ所くらい被害が発生するかを両者の比でみたものである．各都県に

おいて平均1カ所当りの内水被害をもたらすような雨量の大きさは，東京都130㎜～40㎜

凌害百所敏
雨i発生回試 凍害薗所数

南母尭生回敦

　　　10　　，O　　ヨ0　　40　　50　　50　　70　　日O　　冒0　　100

　　　　　　　　（目雨■〕　　　　　　　　　　　‘而而j

図8（a）雨量規模と内水被害箇所数の割合

　　　　　（東京都）

10　　20　　コO　　＾0　　50　　60　　70　　ε0　　90　100　　　　　　－m而　〕

　　　　（日颪■〕

　図8（b）　（埼玉県）
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総 岐書箇所数

雨竈発生回敦

O，1

O．01

1O　　”ω50607000　SOlOO　　　lmm〕
　　　　㈹甫■〕
　l　o．o057〕

　図8（c）　（岩手県）

10　：O　ヨO　‘0　50　60　フO　但0　90　100　　　　　　｛r［m〕

　　　　｛眉雨‘〕

図8（d）　（島根県）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　；埼玉県150mm～60mm；岩手県：60mm～

　　芸警騒　　　　　　　　　　　　　　　70mm；島根県：70mm～80mm；高知県：工00

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　mm以上となっている．すなわち，2．2．4と同

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様に人□密集地域の方が人口過疎地域よりも小

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さい雨量で内水被害を受けている．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2．2．6　水系別内水被害時最低日雨量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図9は，雨量の大きさがどの程度になると内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水被害が現れてくるようになるのかについて調

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　査するために，被害をもたらした雨量のうちの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最低日雨量を各都県別・水系別・経年別に調べ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　たものである．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図9によると，20mm～30mmで内水被害が

　　　　　加ヨいH鳩・ザけ旧。　　＝m［〕　　発生している年数は，11年間（昭和42年～52年）

　　　　　図8（e）　（高知県）　　　　　　で東京都：10年；埼玉県：6年；岩手県：4年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　；島根県：なし；高知県：なし，となっていて

経年的な変化は認められないが地域による差が認められる．この場合の調査においても，2．

2．4～5と同様に人口密集地域の方が小さな雨量で内水被害を受けている．

2．2．7　内水被害時における時間雨量分布

　上記までの結果において，比較的小さな雨量で内水被害を受けている場合が幾つかあった．
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その原因としては，偶発的な現象（例えば，排水

路にゴミが詰まったために内水被害が生じた場合

など）・短時問に雨量が集中して降った場合など

が考えられる．

　現在における内水被害の問題点を明らかにする

ために，偶発的な現象・降雨の集中の程度などに

ついて詳しい調査を実施することも重要であると

考える．しかしながら，今回の調査では偶発的な

現象について詳しく調べるための資料が入手でき

なかったので，降雨の集中の程度だけを調べてみ

た．

　簡単に日雨量10mmとか20mmとかいっても，

1時間の間にその大部分が降ってしまった場合と

24時間に平均して降った場合とでは，被害を受け

る可能性に大きな違いがある．そこで，今回の調

査において，日雨量が40mm以下で内水被害とな

っている日雨量について時間雨量分布を調べてみ

た．

　日雨量が40mm以下で内水被害が発生した日数が，今回の調査で使用した全雨量観測所の

延べ日数で64日であった．そのなかには，時問雨量を観測していない所もあり結果的には表

2の2ユ日分の時間雨量分布表を作図した（図10）．以下，その結果について述べてみる．

　　　　　　　表2　日雨量が40mm以下で内水被害となった日数の都・県別合計数

都・県

合計の目致

時間雨量表を作
成した延べ目数

東京都

42

10

埼玉県

14

岩手県

7

島根県

1

高知県

　図10において，ほとんどの場合が短時間（1時間～2時間程度）の間で10mm程度以上の

雨量である．すなわち，10mm程度の雨量でも短時間に降ると内水被害となる場合があるこ

とが分った．ただし，短時問に10mm程度の雨量があっても同一場所で内水被害の発生しな

かったことも当然あるはずだから，1時間～2時間に10mm程度の雨量で内水被害となる現

象が，ごくまれに起きる現象なのかかなり頻繁に起きる現象なのかは，これだけの調査では

分らない．また，表2と図5（2，2．2）を合せて考えると，これまでの調査と同様に人口密

集地域の方が小さい雨量で内水被害を受けていることがわかる．

2．2．8　内水被害による氾濫面積の経年変化
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図10　（越谷）（昭和49年6月）
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　図10　（浦和） （昭和49年6月）
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図10　（千厩）　（昭和43年6月）
千厩、昭和4ヨ年6月21日

図10　（一関）（昭和46年7月）
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ヨ月2o日 大船渡，昭和ヨo年昔月21日
図10　（大船渡） （昭和50年3月）

　2．2．ユ～7までの調査では，内水被害の規模についての考慮がなされていなかった．そこ

で，ここでは内水被害の規模を内水被害ユカ所当りの氾濫面積で代表して表わすことにした．

　図11（a川b）は，前記の目的のために作図したものであるが，その結果を以下に述べる．

　全国及び各都県において，被害箇所当りの氾濫面積は減少の傾向にある、しかしながら，

全国的には被害箇所数が増加傾向（図4）にあるために，全体として氾濫面積は減少してい

ない．また，被害箇所当りの都県別の氾濫面積をみると人口密集地域の方が，人口過疎地域

に比べて氾濫面積が小さくなっている．

　　　表3　被害箇所1カ所当りの氾濫面積（都・県別，対象期間の平均）単位ha／箇所

都・県名

ha■箇所

東京都

7．2

埼玉県

23．0

岩手県

34．7

島根県

92．7

高知県

64．9
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h司■箇所敦
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　　　　　　　　甘　1＼三三11　姜

・　　ぺqい　　　1
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　　　　＾一　　　　帖　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　42　　　　　‘5　　　　　　　　　50
　　　　　　　　　　（年〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（年）

　図11（a）内水被害箇所1カ所当りの氾濫面積の　　　　図11（b）内水被害による氾濫面積の

　　　　　　経年変化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経年変化（全国）

　　　　　　　　　注・図3を経年的に調べたもの

2．2．9　調査の結果

　2－2．ユ～8までの結果から幾っかの点が明らかになった．以下，それらの点について述べ

る．

①　内水被害は，全国的にみると昭和46年ごろから増加している．人口密集地域でも同様の

　傾向がみられるが，人口過疎地域では経年的な変化はあまりみられない．

②　内水被害の発生原因として，人□密集地域では雨量だけでなく雨量以外による原因も大

　きく影響している（人口密集地域における昭和46年ごろからの内水被害箇所数の増加は，

　雨量のみの影響によるものではない）．

③　内水被害は，日雨量で20mm～30mmで発生することもある．また1～2時問の間にユ0

　mm程度以上の雨量が集中して降った場合でも被害を生じる場所がある．

④人口密集地域の方が人口過疎地域に比べて，小さい雨量で氾濫面積の小さい被害を数多

　　く受けている．

　上記の結果から，内水被害の発生は地域による差が大きく，被害の現れ方も必ずしも雨量

の多寡・強弱のみの影響による二ものではないことが明らかになった．そこで，次に雨量以外

に内水被害の現れ方に影響を与えていると思われる要因についての調査を実施した．

2．3　雨量以外の要因についての調査

　雨量以外で内水被害の発生と関係があるものとしては，氾濫域における土地利用形態・治

水工事の進捗・地形・偶発的な現象などが考えられる．そこで，これらの現象と内水被害発
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表4　氾濫面積内の土地利用（内水被害のみ）
単位：ha

昭和42年 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52

岩
全　体ω 203 749 4255 312 2378 32＆5 1012 5706 36 5887
宅地等（B） 116 55 156 137

手
36．1 22 306 35 909

B■A 057 0ユ3 050 0D6 0．11 002 054 m0 0．15

埼
全　体ω 308 737 1437 6D 6，221．4 1886 290．1 1β268 1673 2645 150

宅地等（E 132 17．1 81－7 6』〕

玉
1ρ344 47．6 29α1 940ユ 865 177．1 59．1

B■A 043 023 057 m0 0．17 025 m0 062 052 〇一67 0－39

東
全　体ω 44－7 372 1252 134．1 1．1519 648－1 95－5 723．3 2522 243 916

京
宅地等（E 447 372 1252 134．1 1．1430 6438 95－5 701．1 251－3 240 916

B■A m0 1－00 m0 m0 099 099 m0 O．97 m0 099 m0
島

全　体ω 20 891 2．1275 9536 129322 2276 15蝸 2895 229－9

根
宅地等（瑚 20 118 463 8 1ρ16－5 269 898 889 226

B／A 1．00 0．13 022 O01 0．15 O．12 0－59 031 O－10

高
全　体ω 978 1，089 326 1．4957 2450 5．7074 672 2β445 4411．5 5427．1 243．3

宅地等（E 364 777
知

182 5402 2266 8369 53－5 1．2049 1ρ40．1 25176 162

B／A 0－37 071 O－56 O－36 0』〕9 0．15 080 047 024 046 O07

合
全　体ω 19．0204 18，063－3 62β722 35J116 1484044 146β229 1729蜴 107．6059100β722 158ρ383 17μ79

計
宅地等⑮ 6β752 54763 12β444 4，780β 274737 21．1829 5203． 47916β 41β232 69郷12 4．3128

B■A O－04 030 020 ○ユ4 0．19 0．14 030 O－45 042 044 024

生原因との関係について調査することにした．ただし，このうち治水工事の影響・偶発的な

現象については，2．2．6で述べたとおり資料不足から今回の調査では実施できなかった．残

りの地形と土地利用のうち，地形との関係については3章で調べるものとして，ここでは土

地利用形態と内水被害との関係について調べた．

　2．2の調査において，内水被害の発生が地域によって差のあることが示された．また，調

査対象の各都県における氾濫地内の土地利用を示した．表4をみると経年的な傾向はみられ

ない反面，地域によって氾濫地内の土地利用に差があることが分る．すなわち，人口過疎地

域においては氾濫地内の大部分が農地であるのに対して人口密集地域では農地以外のところ

が多い．しかしながら，以前に全国の水害（内水・破堤・溢水）について単位氾濫面積当り

の被災家屋数（図12）を調べた結果によると，氾濫地内における被害家屋数は経年的にみて

　（棟／ヘクタール〕　　　　　　　　　　　　＾

，。（棟）（ヘクタール）　　　へ

　、，。　　　　　　い

＾

、

｛・’．〕

r　oo

：o

　　〕　　　　　・
　　）
O・5　　　、

lll，1、へ／一
二．磯蓄瓢弘、ル）

一一一氾濫面積当りの被災
　　家屋数（棟ノヘクタール）

　　　　！内水
・’　　　　　’・、一乍舳

　j6］〔Oコ9‘O‘1〃““・…4いH8蝸5051（年〕　　　　　　　　　・O　　　　　　ム5　　　　　　50

図12　全国氾濫面積・被災家屋数の経年変化　　　図13　氾濫面積内において農地以外の占め

　　　　（本誌Nα22，p．3より）　　　　　　　　　　　　る割合・（全国）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一48一
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増加の傾向がある．さらに，氾濫面積内の農地以外（宅地・その他）の占める割合を示した

結果（図13）にも図12と同様の傾向がみられた．このことから，氾濫地内における宅地等の

占める割合が経年的に増加しており内水被害の発生と土地利用形態が無関係でないことが分

る．

3．内水常襲地域における地形調査

　内水被害の発生原因は，前章で述べた雨量や土地利用形態以外に地形が大きく影響してい

るといわれている．そこで，この章では最近において内水被害を受けた地域の地形がどのよ

うになっているかを調査し，内水被害との関係について考えてみようとしたものである．

3．1　調査対象地域の選出

　地形調査の調査対象地域としては，最近常襲的に内水被害を受けている地域を選んだ．こ

こで内水常襲地域の定義は，2章において整理されている内水被害を受けた箇所のうち，調

査対象期間（11年）内において同一市町村で5カ所以上（2年にユカ所程度）府水被害を受

けている市町村とした．これを表5にかかげる．

表5　内水常襲地域一覧表

都　県　名

岩　手　県
秋　田　県
福　島　県

埼　玉　県

東　京　都

市　町　村　名　　　都　県　名

藤　　　沢　　　町　　千　葉　県
秋　　　田　　　市
福　　　島　　　市
会　津　若　松　市
川　　　　1］　　　市
春　　目　　部　　市

浦　　　和　　　市
鳩　　ケ　谷　　市
練　　　馬　　　区
新　　　宿　　　区
板　　　橋　　　区
杉　　　並　　　区
保　　　　谷　　　　市

囲　　　　無　　　　市

愛　知　県
　　”

　　”

　　”
三　　重　　県

和歌山　県
徳　島　県
　　”

　　”
　　’

　　”

　　”

高　知　県

市　町　村　名
船　　　　橋　　　　市

名　　古　　犀　　市
碧　　　　南　　　　市

大　　　　治　　　　町
蟹　　　　江　　　　町

四　　　目　　市　　　市

新　　　　宮　　　　市

徳　　　　島　　　　市

鴨　　　　島　　　　町

山　　　　川　　　　町

勝　　　　浦　　　　町

石　　　　井　　　　町

松　　　　茂　　　　町

高　　　　知　　　　市

　表5の内水常襲地域において，最近の水害の氾濫図及び氾濫域に含まれている地形分類図

を収集した．ただし，この資料収集作業の結果，資料が収集できなかった市町村及び水害が

幾つかあったために，最終的には表6の市町村と水害について調査を行なった．この章での

調査対象期間は，資料のある水害はすべて対象にしたので，場所によっては，昭和55年まで

調査の対象になっている．その反面，昭和40年代前半の資料はすでに市町村で処分したもの

も多く，ほとんど入手できなかった．また，資料収集ができたなかでも東京都に関しては，

都のほぼ全域について資料が集められた反面，1カ所ごとの氾濫域については他の市町村の

ように詳しく調べられる資料は入手できなかった．故に，他の地域と東京都では，整理の方

法を変えざるを得なかった．
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　表6　地形調査を行なった市町村と水害年月日

　
洪
水
年
月
日
市
町
村
名

1
4
6
9
6

2
4
7
7
5

3
4
7
9
8

4
4
7
9
I
6

5
4
9
6
5

6
5
0
5
4
－
5

7
5
q
6
9

8
5
0
7
7

9
5
0
7
1
1
，
1
2

0
5
0
7
1
4

5
0
7
1
7

1
1
5
0
8
2
1

1
2
5
0
1
1
7

1
3
5
1
7
1
9

1
4
5
1
8
1
4
’
三
1
5

1
5
5
1
8
1
9

1
6
5
2
2
2
2
－
2
5

1
7
5
2
5
1
6
｛
1
8

1
8
5
2
9
1
9

1
9
5
3
6
2
6

2
0
5
3
8
1
6
壬
1
7

2
1
5
3
9
1
6

2
2
5
4
6
2
6
－
1
9

2
3
5
4
6
2
2
，
2
8

2
4
5
4
7
2
3
｛
2
4

2
5
5
4
8
4
－
6

2
6
5
5
4
6
－
7

2
7
5
5
6
1
7

2
8
5
5
8
1
6

東
　
　
北

岩手県 東磐井郡贋沢町 O
秋田県 秋　田　市 O O ○ O ○ O ○ O O O O O
福島県 福島市 O ○ ○ ○ ○ O O

会津若松市 ○ O ○ O ○ O ○ ○ ○ ○ O

東
埼玉県

東京都

　　水年月目

市町村名

川口市，春日部市

涌和市鳩ケ谷市
全

41
6
28

29

45
8
13

16

49
7
20

49
8
31

”

50
7
4

50
9
5

50
10
5

50
11

6

51

9
7
14

10

52
8
17

11

53
4
6

12

53
7
7

13

53
7
11

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 3 4 15 16 17 18 9　
　
水
年
月
目
市
町
村
名

4
6
7
6

4
6
9
2
9
｛
3

4
7
6
1
2

4
7
6
2
7

4
7
9
1
6

4
8
5
5

4
8
8
4
…
5

4
9
6
1
7

4
9
7
7

4
9
7
2
4
－
2
5

5
0
7
3
，
4

5
1
5
2
5

5
1
7
2
8

5
1
9
7
－
4

5
3
7
1
－
2

5
3
7
1
3

5
4
9
2
4
…
2
5

5
4
9
3
0
…
㎝

5
4
0
8
－
9

名古屋市 ○ O ○ ○ O ○ O
中
部

碧　南　市 ○ ○ O O
愛知県

○

海部郡大治町 ○ ○ ○ O
海部郡蟹江町 ○ ○

三重県 四目市市 ○ ○ O ○ O ○ ○ ○ ○ ○

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1O 11 12 13 14 15 16 17 18 9　
洪
水
年
月
日
市
町
村
名

4
5
6
1
7

4
5
7
8
…
9

4
5
8
1
8

4
5
8
2

4
7
9
1
0
－
1

4
7
9
1
5

4
9
7
6
－
7

4
9
9
1

4
9
9
8
三
9

5
0
8
5
－
1
7

5
0
8
2
2
…
2
3

5
1
7
1
9
－
2
0

5
9
7
－
1
4

5
2
8
2
4

5
3
7
1
－
1
3

5
4
9
2
4

5
4
9
3
0

5
4
1
0
1
8
，
1
9

5
5
9
0
，
1

徳　島　市 O ○ ○ ○ O ○ O ○
四
　
　
　
　
国

麻植郡鴨島町 O O ○ ○ ○

勝浦郡勝滴町 ○ ○ ○ O ○
徳島県

名西郡石井町 O O ○

板野郡松茂町 O ○ ○ O O
麻植郡山川町 ○ O O O

高知県 高　知　市 O O O ○ ○ O O ○ ○

注：O印は資料が収集できた年月日

3．2　内水常襲地域における地形調査の方法と結果

　氾濫地の地形調査は，表6の対象水害について氾濫図と地形分類図を重ね合わせることに

より行なった．その結果を表7に示した．表7において，東京都以外では，氾濫域内で各地

形の占める面積を求め地形ごとに合計して各地形の割合を表したが，東京都では氾濫ごとの

詳しい範囲が分らなかったために，氾濫域の大部分を占める地形を氾濫域の地形として各地
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表7（a）表6の水害の氾濫域内の地形・（東京都を除く）
上FμL・

地 低地の敏高地 低地の一般地 人　工　地　形
形 台地段丘 浅い谷凹地 自然堤防扇状地

砂丘
谷底氾濫平野

旧河道
後背低地旧湿地 三角州海岸平野

干拓地
平坦化地

盛土地 埋土地 合計
各地形における氾濫面積

2ρ24 48 4785 755 9，612 503 47 5β41 1，128 144 13，345 9 38241
地形の種類別の氾濫面積

2，072 5，540 16，003 14β26
合計に対する割合　（％）

54 14，5 41－9 382

単位：ha

表7（b）表6の水害の氾濫域内の地形・（東京都）
単位

地 低地の一般地
形 台地段丘 浅い谷凹地 谷底氾濫平　野

旧河道
三角州海岸平野

合計
各地形の延べ箇所数

48 197 496 2 163 906
地形の種類別延ぺ箇所数

245 661
合計に対する割合　（％）

270 730 100

単位：箇所数

形の延べ箇所数の割合で表した．

　表7によると氾濫域の多くは，低地の一般地・人工的な地形・低地の微高地の順であり，

次いで台地の凹地や段丘である（この分類は，国土地理院の土地条件調査の分類によった）．

この点については，今まで多くの人達が述べてきたとおりである．

　次に，上記の結果に基づいた水害防止対策を調べる必要がある．そこで，まず表7におけ

る各地形の特徴を調べ，さらに各地形と水害との関係を明らかにしておくことにする．表8

表・地形の特徴の概要（轟綴驚鐵芒妾院の土地条件）

地形分類
・台地・段丘
・凹地・浅い谷

・低地の徴高地
　（自然堤防）

　（扇状地）

　（砂　丘）

・低地の一般面

　（谷底・氾

　　濫平野）

　（旧河道）
　（後背低地）

　（三角州・）

　海岸平野）

・人工地形
　（干拓地）
　（平坦地化）

　　　　　）
・（盛土地）

　　　　　）
　（埋土地）

地形の特徴の概要海抜高度が高く，地盤は比較的良い。

台地・段丘，低地の徴高地などの表面にできた凹地で表面よりも0．5肌～数肌程度低い。

洪水時に運ばれてきた堆積物によってできた微高地で平地の一般面よりO－5㎜～1．0刎以上高い。
山麓部にあって主として砂礫質1こよる扇状堆積面で，傾斜は㌍～15。未満，暖扇状地では3。
以下である。

海岸または河岸などに風などによって運ばれてできた小高い丘で比高は3～4伽以上場合によ
っては10肌以上になることがある。

谷底平野三ま，山地・丘陵地，台地を流れる河川の沖積作用の影響範囲で，勾配は場所によoて
異う。氾濫平野は，河川の沖積作用によってできた広く開けた平坦地で，谷底平野と成因は似
ているが，勾配は緩いところが多い。
過去の河川流路の跡で，一般の低地面より0．5～1．0伽低い。

河川の堆積作用があまり進んでいないところで，過去において沼や沢であった低湿部で地盤の
条件は極めて悪い。

三角州は，河川の河口部付近に細粒物質（シルト・粘土など）によって作られた堆積地形で傾
斜はきわめて緩やかである。海岸平野は，過去において浅い海であったところが海退1こより陸
地化したところで，傾斜はきわめて緩やかで海抜高も低い。

内陸水面を干して陸地化したところでO榊以下のところも多い。
山地・台地などの斜面を切り取りなどによって整地した平坦地で宅地造成地・ゴルフ場などに
多くみられる。

低地一に土を盛って造成された土地で普通0．5～2．0肌以内の盛土地を表わしている。叉，低い
埋立地も含む。

沼沢地，湖池，河川敷などを一般面までの高さとほぼ同じに埋土した土地である。
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に，各地形の特徴の概略を示した．

　各地形ごとに，水害の現れ方にどのような差があるのかを考えてみた．

　低地の一般地・人工的な地形（特に，埋立地・干拓地）は，多くの場合勾配がゆるやかで

あるために周囲から水が集まりやすく排水もあまり良くないので，堪水しやすくその時問も

長い．次に，低地の微高地では，場所によって多少の違いはあるが，水害をもたらした水の

流れが速く排水も比較的良好であるために湛水の時問が短かく，低地の一般地に比べると水

害を受ける割合は少ない．

　以上の結果から考えてみると，水害防止対策を考える場合の調査方法は，調査対象となる

地域の地形によって違ってくるはずである．例えば，低地の傾斜が急であるような地形にお

いては，氾濫した水の流れが速いために建物などを流失させるような水害が予想され，地表

面の傾斜が緩い地形においては，氾濫した水の流れは遅いが排水が悪く，氾濫水深も深くな

り湛水時問が長時問におよぷことが予想される．そこで，水害防止対策を考える場合に，傾

斜が急な地形では構造物が流失しないような方法，例えば，構造物の基礎を耐水性にするこ

となどを考える必要があるし，低地の一般地のようなところでは，宅地部における盛土など

のようなできるだけ湛水時間を短く氾濫水深を浅くするような方法を考える必要がある．た

だし盛土については，大規模に広い範囲に盛土を行なった場合に周囲に排水不良などの悪影

響を及ぼすことも考えられるために，建物の敷地のみを盛土するような方法（庭などは低い

ままにしておく）がより効果的であり，周囲に比べて著しく条件の悪い場所（外水・内水被

害に限っていえば，周囲により著しく低い場所など）においては，土地利用規制が効果的で

あろう．

4．水害防止対策の確立のための一方法の提案

　前章までで，最近における内水被害の状態・発生原因について述べてきた．その結果，地

形が水害の発生と密接な関係があるこ’とが分った．そこで，その影響を入力としての雨量の

確率的な評価と，雨水の流動についての水理学的評価とを基にした水害防止対策の確立の方

法の一つをここに提案する次第である．

　水害防止対策の調査を行なう場合に，まず諸々の資料収集整理から始めなければならない

が，その場合に収集する資料は調査の対象となる地域の地形の違いによって必ずしも同じ精

度のものを必要としない．例えば，調査対象地域が低地の一般地や人工地形の干拓地・埋立

地などの場合は，特別な場合（傾斜が急な谷底平野など）を除いては，地表面が水平に近い

ため地形図（1／25，000～1／50，000）・地形分類図・降雨資料などがあればかなり具体

的に調べられるはずである．しかしながら，低地の微高地のような地形においては，地表面

が傾斜をもっているために少し詳しい資料（例えば，調査対象地域の勾配など）が必要であ

ろう．
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　現実の問題として，地形は土地利用と密接な関係もあり，水害防止以外の立場（経済的・

社会的など）での土地利用もあるため，過去において氾濫被害を受けた場所であるからとい

って土地を使わせないというわけにはいかない．そこで，水害防止対策としては，万一氾濫

被害を受けても大きな損害とならないような土地利用方法を考慮しておく必要がある．その

具体的な方法を考えるために，調査対象地域を選んで実施した水害防止対策の調査方法の1

例を以下に示した．

4．1　ケース・スタディ

4．1．1　低地の一般地・人工地形（埋立地・干拓地など）におけるケース・スタディ

　低地の一般地は，先にも述べたとおり地表面の傾斜がきわめて緩やかであるため，氾濫域

に貯まった水は池のような流れのほとんどない状態となる．このような状態についての解析

は，あまり多くの資料を使わなくても実施することができる．以下，具体的な計算例につい

て述べる．

　対象例としては，最も簡単に計算できる
場所である愛知県碧南市の碧南干拓地の一　　穿∴　／

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　壕　　　南部を選んだ（図14）．この地域は，堤防で　　　　　　　　　寧　　市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　序
周囲を囲まれていて集水域の範囲が明確で　　　　　　　　　　樽
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へきなんみかわあさひ

あり流出口は1カ所であり，過去において　　　　　　　　　　　　　　　　　／

幾度か排水不良による氾濫被害を受けてい　　　　　　　　　㌣　　　　　　　　　似
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　h　　　亀　　　火

る．そのなかから，検証洪水として最も計

算結果との対比がしやすい昭和46年8月29　　　　　　蜆’H・’一

日～30日の洪水を採用した．　　　　　　　　　　　　　　　　　4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
（調査方法の手順と結果）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　凡例

　まず，手順と方法についてその概略を述　　　　　　　　　　　　　蟹舳舳

べてみると，次のようになる．

（1）地形図・地形分類図によって等高線を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　推定する．

（2〕対象地域における曲線（H－V曲線）　　　　図14調査対象地域の位置図

　水位・貯留量を作成する．

（3）過去の水害の資料から流入量・流出量の概算に必要な条件（流出計算の流出率など）を

　決定し，検証計算を行なう．

（4）対象地域の水害の発生頻度を雨量の大きさで代表させるものとして，代表雨量観測所の

　資料で確率雨量言十算を行なう．次に，各雨量規模別の貯留量を計算する．

15）（4）の結果に基づいて，各々の確率雨量別の氾濫水深をH－V曲線より計算する．

16〕（1ト（5）の結果から，水害を受けても損失が大きくならないような土地利用を調査する．
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／

　　　　紳“

図15

　凡　　例

⑧1レα・［

θα・一α・m

●α・一α・

⑱α・一1・・m

⑰1・・一1・ゴ

　　　　　　　　。　日。。　1。。。3雪。8

調査対象地区（碧南市）等高線図

　次に，具体的な計算方法について述べる．

　調査対象地域の等高線を地形図（ユ／25，000）と土地条件図（国土地理院発行）により決

定した．等高線の決め方は，次のように行なった．

　まず，O　mの等高線は地形図から分る．地形分類で自然堤防となっているところは，周囲

より0．5m，盛土地で宅地のあるところは，周囲より11o　m各々高いとした（表8）、次に，

流量の計算のための条件としては，総雨量が20mmに達するまでは流出率はα5，それ以上

の雨量では1．0，水門からの流出量はなし（Qτ＝0）・集水域は氾濫域も含めて2．4km2

とした．その結果から言十算した氾濫域のH－V曲線は，図ユ6のようになった．

　上記の仮定を基に昭和46年8月の洪水について氾濫域の検証計算を行なった．この時の総

雨量は，384mm（西尾観測所・西尾市・気象庁）を採用した．

　　　■隼
一10　　　　一確

　　　■率
　　　1南　　　1i
　　　1時
　　　1貯
　　　1留

図16

　　　　貯留可能容量（v〕

調査対象地域におけるH－V曲線
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ψ
／例

／

　　実o氾置固

一一一一一計算による氾置固

③　管撃；…㌣議魏餅区

⑱州の眺

●鮒婁跳．言蝸

　　｛5u司‘二　］’里島！旭止』ト〕

　　　　　　　　　　　　　一
図17　氾濫域の検証結果と被害の頻度による区域分けの図

　この洪水において，実際に氾濫に寄与した雨量は，

　児：｛（384－20）×ユ十20×0．5）　｝＝374mm

　374mmの雨量が調査対象地域に一様に降ったとすると，この時の貯留量は，

　0，374x2400≒898m3

　図16のH－V曲線からこの時の湛水位は一0．ユ5m（標高）となる．この結果を実際の氾濫

域と比較すると図17のようになりほぼ合っている．現在，盛土地で宅地となっている区域は，

1000mmを越えないと浸水しないことになり，宅地であってもまずは安全であると思われる．

ところが，標高一0．5m以下のところでは200mm余りの雨量で浸水となる．これは，西尾

雨量観測所での確率雨量計算（図18）　（昭和

42年～52年の資料に基づくハーゼン法による

計算）によれば，3～4年に1度程度発生す

ると思われる雨量であり，このような場所に

おいては，宅地のように浸水をほとんど許さ

ないような土地利用方法は好ましくない．確

率雨についての詳しい説明は，他の報告（木

下武雄，1980）を参考にされたい．

　上記の結果を碧南市の対象地区にあてはめ

てみると図17のようなことになる．ただし，

氾濫しにくい地区と氾濫しやすい地区の区分

をどの程度の大きさで行なうかは，各々のケ

ース（例えば，市街化の程度など）で決定す

れば良いと思うが，一つの目安として近くに

河川がある場合は，その河川の改修規模を参

考にする方法がある．このケース・スタディ

1二＝

9臼．O

帥

盲o ■

1o口　　200　　　ヨo口

■

占OO　　　EO口　　　EO0　　　700　　　呂OO　　　目00

　　　　　　　　　　1mm　l　（日雨量〕．

図18　西尾雨量観測所における確率雨量

R．F、

呈oo

l　OO

；o
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では，氾濫しにくい地区は確率雨量50年以上

にならないと被害とならない範囲・被害の常

襲地区は確率雨量2年以下で被害を受ける範

囲・その中間の雨量で被害を受ける範囲とし

た．

4．1．2　低地の微高地（扇状地）におけるケ

Iス・スタディ

　水害対策を考える場合に，低地の一般地よ

りは詳しい情報が必要となる．すなわち，地

形がある程度の勾配をもっているために，氾

濫した後の水の流れが水平であるとは仮定で

きないからである．しかし，その反面湛水し

ている時間は短い．このような，勾配をもつ

地形における水害対策の具体例について，以

下に述べるものである．

第26号1981年11月

‘㈹舳舳11所L

’鳶■

　、

荒■

吠　　1

幽・雌

　　凡　　　例

⑳㈱上澗

◎扇状地

○段丘下位面

∈∋上位デ〃

図19　境川位置図（地形缶類を含む）

　対象例としては，静岡県三島市の境川（狩野川右支川）を選んだ．境川は，三島市の市街

地から郊外の水田地帯を通り狩野111に，その河口から8．5kmの地点で合流している流域面積

4」km2の小さな河川である．流域の地形の大部分は扇状地であり，その中の台地の下位面

を境川が流れている．この場所は，幾度か洪水が発生したがそのうちの昭和46年8月29日～

30日・同46年9月6日～7日の洪水を検証洪水として採用した．

（計算方法の手順と結果）

　手順と方法について，概略述べると次のようになる．

（1〕調査対象地域において，河道部・氾濫部の地形状態などを調べる．

（2）集水域の範囲及び土地利用状態などについて調べる．

（3）過去における実績洪水の結果から，流出計算のための係数・定数を決定し検証計算を行

　なう．

14）調査対象地域の水害の発生頻度を雨量の大きさで代表させるものとして代表雨量観測所

　の資料で確率雨量計算を行なう．

（5）確率雨量による流出計算を行なう．

（6）（5）の結果により氾濫地内の各地点の氾濫水深を調べる．

（7）（5）・（6）の結果から，仮に水害を受けても損害が大きくならないような土地利用方法の一

　案を示す．

　（1ト（7）までの具体的な方法について，以下に示す．

　流出計算の基本式は，今回は下記のような式を用いたが計算方法は必ずしもこの方法によ
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らなくても，各ケースにおいて適当な方法を採用すればよい．

〔流出計算の基本式〕

　河道部

　河道部における流出計算の基本式は，次の式を用いた．

　∂亙　　肌㌦2
　一十　　　　＝0　　　　　　　　　運動方程式
　∂カ　児4／3

　∂4　　∂Q
　一十一　＝q　　　　　　　　　　連続式　∂む　　　∂”

　ここで，1：時間，π1河道距離，椛：マニングの粗度係数，刎：平均流速，児：径深，

λ：断面積，Q：流量，q：横流入

　今回の計算では，仇：0，03，ル：3秒，〃：200mmを用いた．

・集水域からの流入量

　集水域からの流入量の計算は，ラショナル式によった．

　Q　＝（1／3．6）　・　∫　・　γ　・　λ

　ここで，∫：流出率，γ：降雨強度（mm／hr），λ：流域面積，Q：集水域からの流入

量（m3パ）

　今回の計算で使用した流出率の値については，流出モデルのところで述べる．

・氾濫部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氾濫部における流出量の計算は，等流の式を用

　　　　　　　　醐ヨ、。・而：　　　　　　いた．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Q＝1／仰・λ・亙％・1％

　　　5　　　　　　5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ここで，

　　　4　　　　4　　　　　　　　　　肌・λ・況は前述のとおり，1：勾配

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今回の計算では，氾濫部における粗度係数はO．3

　　　　3　　　　　　　3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とした．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・流出モデル
　　　　2　　　　　　2　　　　　凡　例

　　　　　　　　　　　▼11　流出計算のため調査対象地域のモデルイヒは，次

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のとおりとした．
　　　　l　　　l　■氾繊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）流域と氾濫部モデル化は，図20のとおりとし
　　　右岸氾濫域　　　　左岸氾濫域

　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　た

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）氾濫部の土地利用は，昭和45年の地形図（1
　　図20　境川流域の流出モデル図
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／25，000）より水田70％，宅地30％とした．
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位

昭和46年8月洪水

倹証地点＝的場水位齪測岬

汐
ア’1

昭和』石年9月洪水

水

位

図21　検証言十算結果

3
）

4
〕

飽和雨量は，水田20mm・市街部25mmとした．

流出係数は，飽和雨量に達するまでは水田0．5，市街部O．9，飽和雨量に達した後は水

　　　　　　　　　　　l　m川　　　日　雨　量

三島雨量観測所における確率雨量

（日雨量）昭和6年～52年

1’ん1

■

図22（a）

●

l0　　　20 ヨo　　　工o　　　≡0　　　60　　　70　　　昔o　　　o　o

　　　　　　　　　　　　l　mm　i　　時　間　雨　量

（時間雨量）昭和5年～52年

200

図22（b）
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　田0．9，市街部α9とした．

〔検証計算結果〕

　先に述べたように（1）の流出計算方法で昭和46年8月洪水と同46年9月洪水について，検証

計算をした結果を図21に示す．

〔確率雨量の計算〕

　調査対象地域における雨量の発生頻度を調べるために確率雨量の計算を行なった．雨量観

測所は，調査対象地域に最も近い三島雨量観測所（建設省）を使用した．この雨量観測所の

雨量資料（昭和6年～同52年の日雨量・昭和5年～同52年の時間雨量）を使用してハーゼン

法によって確率雨量の計算を行なった（図22）．図22の結果から，確率雨量50年・100年・

150年・200年について，流出計算を行なうのに必要な時間雨量の波形（後方集中型）を言十

算した．

〔流出計算の結果と土地利用方法〕

　上記までの結果に基づき各確率雨量ごとに流出計算を行ない氾濫域の各地点における氾濫

水深を計算し，さらに，氾濫域の土地利用方法についても考えてみた．

　流出計算結果を基にした氾濫域の土地利方法について，低地の一般地の場合は氾濫域の範

囲で考えたが，ここでは別の考え方として，氾濫水深を含めた方法で行なってみることにし

た．その理由としては，必ずしも低地の一般地で考えたような方法だけではなく，他の方法

もあることを例示したのにすぎない．また，流出計算に使用する確率雨量において確率年を

50～200年としたのは，対象地域が三島市の郊外であり市街地が進んでいる場所であるため
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に，よりきびしい条件を考えたためである．

〔計算結果〕

　流出計算結果から求められた氾濫水深と土地利

用方法を結びつける方法は，次のように行なった．

　氾濫部を100m間隔でブロック分割し，各プロ

ックにおける平均標高を求めた（図23）．この各

ブロックにおける平均標高と氾濫水深との関係を

各確率雨量ごとに示したのが図24である．図24の

結果から，氾濫域における土地利用方法について

は，次のようなことがいえる．

　確率50年雨量で，氾濫水深が1．0mを越えるよ

うな各ブロック（ユ，2，5，6，7，11，12）

においては，宅地とした場合に床上浸水となるよ

うな被害を受ける可能性が高いために，湛水の時

間が短いとしても宅地への利用はやめるべきであ

る．その他のブロックでも，50年の確率雨量で

0．5m以上の氾濫水深となる各ブロック（8，10，

13，20，21）では，宅地とした場合に床上浸水と

なる可能性があるために，そのままの地盤高では
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宅地にすることは望ましくない．

5．　まとめ

　以上，内水被害の現在の問題点・水害と地形との関係・水害防止対策の考え方の一列など

について述べてきた．それらの詳しい結果は，各々の章のまとめで述べたiとおりであるが，

概略とりまとめてみると次のようになる．

11）内水被害の発生は，経年的には発生回数（あるいは発生箇所数）が増加の傾向にある．

12）内水被害の規模は，年々小さくなってきている傾向にあり，この傾向は地域的な差もあ

　る．すなわち，今回調査の対象とした地域の範囲では，人口密集地域の方が人口過疎地域

　に比べて小さい雨量で小面積の被害を数多く受けている．

13）内水被害発生の地域的な差は，地形の違いや土地利用形態の違いなどによるものも影響

　していると考える．また，土地利用形態の違いは，経年的な差にも影響を与えているもの

　と思われる．

　以上の結果から，水害防止対策は雨量・地形・土地利用などを考慮しなければならないこ

とがより明らかになった．そのために，これからの水害防止対策を調査する場合に，現在雨

量に比べて比較的簡単に取り扱われている地形・土地利用形態などについてもより慎重な調

査をすべきである．

　以上述べてきたようなことから，水害防止対策としては氾濫域における土地利用規制が効

果的な方法と考える．すなわち，調査対象地域において，氾濫の頻度などを調査し，その結

果に基づき被害をできるだけ少なくするための土地利用規制を行なうことが効果的である．

しかしながら，現在その採択性は社会的にみて低い．土地利用規制の採択性がなぜ低いのか

についてのより詳しい調査を実施することも，今後の水害防止対策を考える上で重要な問題

のひとつであると考える．

　今回の調査では，治水工事の効果・内水被害をもたらした偶発的な現象について十分な調

査が行なえなかったが，一応の結果は得られたと考えている．しかしながら，今回の結果に

対してより精度の高いものにするためには，治水工事の効果などを含めたより詳しい調査・

分析を実施していくことが必要である．

　最後に，今回の調査を実施するのにあたり，御協カをいただいた関係市町村の方々に対し

て厚く感謝の意を表したい．
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